


2015年度愛知大学法科大学院入試問題集

入試日程 C日程入試・転入学試験 出題科目名 憲法

1. 出題の意図

積極的差別是正措置を含む衆院選制度の合憲性（憲法14条違反か否か）を問う問題であ

る。 憲法14条は、 結果の平等ではなく、 形式的平等（機会の平等）を意味すると解され、

比例選挙での候補者名簿の一定割合を女性に割り当てるという積極的差別是正措置がどの

ような場合に許容されるのか、 そのような措置がもたらす逆差別の問題をどう考えるのか、

問題文に示されている具体的事情を踏まえて検討することが本問の出題趣旨である。

これまで社会のなかで固定観念や偏見などによって否定的評価を受け不利益を被ってき

た特定の人たちを優遇して、実質的平等を実現するために国家が積極的措置を暫定的にとる

施策が、 いわゆるアファ ーマティブ・アクションである。 政治・行政分野など政策決定過程

において男女間に大きな不均衡が存在しており、 その背景には、 社会的・文化的に形成され

だ性差（ジェンダー）についての固定観念・偏見や固定的な性別役割分業意識•構造がある

といわれている。 外国では、 「女性枠」について、i)憲法や法律で女性の議席数を定める、

ii)憲法や法律で女性候補者の割合を定める、iii)各党が自発的に候補者の一定割合を女性

にする、 などの制度がある。 不均衡を改善するための方策として本問では、 比例代表選挙名

簿に5割以上の女性候補者登載という措置が講じられた。

本問においては、法律による強制的クォ ー タ制導入の合憲性が問題となる。重要な論点と

して、選挙権は主権者国民の資格によって得ており、性別を理由とする選挙人のあいだの区

別は認められないのではないか。 また、 国会議員は性別にかかわらず全国民の代表として行

動するのであり、女性議員は女性代表ではないのではないか。国民主権や代表制の原理から、

本来、性別は問題にならないのではないか。 こうした見解に立てば、法律による強制的クォ
ー タ制導入は違憲であるとの見解が導きだされよう。 これに対して、法律で女性に議席を割

当る 「議席の割当」は認められないが、 「候補者の割当」であれば、 憲法違反とはならない

と解する見解もありえよう。 すなわち、歴史的に形成された女性の特性や性別役割分業に関

する固定観念や偏見が政治の領域においても影響を与えている指摘からすれば、多様化して

いる国民意思を国会にできるだけ正確に反映させるべきだという社会学的意味での代表や

男女共同参画推進という目的実現のための広い立法裁量の観点から、クォ ー タ制を合憲と解

することもできよう。 その場合、 拘束名簿式が女性議員の増加に効果的ではあるとはいえ、

本問のように男女交互名簿式でなく、多くの女性候補者が下位に登載されるならば当選の可

能性は低くなり、 また、 「50%以上」要件は過度にすぎるという問題点が指摘されよう。 立

法政策としては、法律による強制よりも、政党による自発的クォ ー タ制による実現が望まし

いという見解も聞かれる。

2. 講評

入学試験や公務員雇用·昇進のさいに、社会のなかで固定観念や偏見などによって不利益

を被ってきた特定マイノリティを優先的に合格させたり採用したりして、実質的な平等を実

1/2 







入試日程 cs程

2015年度愛知大学法科大学院入試間題集出

題 科日 名  刑法 出題者 岩間•藤本

l. 出題の意図

学部の 刑法総論及び各論の授業で取り扱われたはずの基本事項を具体的設例の処理を通じて

しつかり理解している かどうかを試す趣旨で作 問した。

まず ， Aの罪責。 A はX県公安委員会発行の有印公文書 たる運転免許証の写真欄に， それをサ

ラ金での身分証明用に用いるという行使の 日的により， 自己の写真を貼り付け た。これは文書の

根幹部分に改変を加える ものとして，偽造の成否が間題となるが， 肉眼では一 見していかがわ し

い文書と見破れる体裁にしかならなかった。 これを 理由に，偽造 は未遂の段階にとどまり，有印

公文書偽造罪 は不成立とする処理も あってよいと思われるが， 他方では，行使態様との 関連で，

なおも偽造の完成を 認める下級審裁判例も多い（大阪地判平8·7·8判夕960·293, 札

幌高判平17•5•17高刑速平17•343, 東京地判平22·9·6判時2112·139)。

そ うであれば， 有印公文書偽造罪（刑法15 5条1項）が成立。

次に， AがC にロ ー ンカ ー ド（＝財物）の発行 を申し込んだ行為については， Bになりすまし

て申し込んだ点を欺岡行為として， 1項詐欺罪（刑法246条1項）の成立が認められよう。同

罪の成立要件に問題 文の事情を きちんと一 々あてはめて， その成立を論じる こと。 また， その際

に， 上述の ようにして偽造（？） した蓮転免許証 をスキャナにかけ て， Cの閲覧に供しているの

で， 上記の作成に関して有印公文書偽造罪 を成立 させた場合には，偽造有印公文書行使罪（刑法

1 5 8条1項）の成立が認められる （詐欺罪とは偽造→行使→ 詐欺の順次牽連犯 ）。

なお， ロ ー ンカ ー ド発行の申込書の作成についても ， 有印私文書偽造罪（刑法15 9条1項）

の成否が間題となりうる 。 たしかに， A は名義 人Bの承諾を 得てこの事実証明に関する 文書 を作

成しているが， 文書の性質上 ， 本来の申込人を特定 しうる 名義が記 されていない以上，偽造だと

する裁判例 も ある（仙台高判平18·9·12公刊物未登載）。本罪が成立する 場合，行使罪（刑

法16 1条1項） も肯定できる ため， やはり偽造→行使→詐欺の順次牽連犯となる 。

その上で， A は取得したロ ー ンカ ー ドでATM機内から現金 を 取得しているが， これを当該現

金 を占有する「ささしま」支店長の意思に反する占有移転と見て， 別途窃盗罪（刑法23 5条）

を成立させ，先の 1項詐欺罪とは併合罪とするのが， 判例である（最決平14·2·8刑集56· 

2 · 7  1)。

今度はBの罪責。 B は上記の有印公文書偽造・行使 ， 1項詐欺 ， 有印私文書偽造・行使 ， さら

には窃盗 にあたる行為についてAとの間で共謀を遂げているので， A に関して成立 する すべての

罪 について共同正犯（刑法60条）の責を負うと言ってよい（教唆〔刑法61条1項〕にはとど

まらないと考える 。 この犯罪計画を発案 したの はBの方で， 引き出した現金の 一部 を謝礼として

受け 取るという， 大きな利害度も あるので， も はや従たる役割にはとどまらない）。

以上

2. 講評

この試験は，法科大学院1年生向けの期末試験相当の 間題 を 出題 している わ けであるが， 今回

採点した答案がも し，法科大学院1年生の 答案であれば， ほとん どが単位を 認定できないものと
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2015年度愛知大学法科大学院入試間題集

入試日程 C日程入試・転入学試験 出題科目名 民法

1. 出題の意図

本間は、譲渡禁止特約に反する債権譲渡の効力と、 それを債務者が事後的に追認した場合の処

理、譲渡禁止特約の付いた債権に対する転付命令の可否、債権の二重譲渡の優劣等について間う

ものである。

まず、 AのBに対するa債権には譲渡禁止特約が付いているため、 AC間のa債権の譲渡は

466 条 2 項により無効である。 もっとも、 同条項但書によれば、右無効を善意の第三者に対抗で

きないとされているところ、Cは譲渡禁止特約の存在を知っているので悪意であるから、保護さ

れない。 しかしながら、 B はのちにAC間の譲渡を承諾している。 譲渡禁止特約は、債務者の事

務の煩雑化や相殺の利益を確保するなど、もっぱら債務者の利益のために付されている特約であ

るから、債務者自身が特約に反する譲渡を承認している以上、もはや右譲渡を無効とする必要は

ない。 また、譲渡禁止特約の付された債権を有する債権者は、譲渡等の処分権原がないという意

味で、無権利者の地位の類似し、無権利者が他人の所有物を売却したあとで所有権者がこれを追

認すると、116 条が類推適用されて処分時に遡って他人物売買が有効になると考えられているこ

とを踏まえ、本間のような場合も、無効行為が承諾により追完されたものとみて、 116 条の類推

適用により、 AC間の債権譲渡は譲渡時に遡って有効になると解される。

一方で、 DはAに対する代金債権0を有し、これを回収するためにa債権について転付命令を

得ているが、転付命令を得ると債権譲渡類似の法律関係が発生することから、譲渡禁止特約付き

の債権について転付命令を得ることができるのか間題となるも、当事者間の特約により差押でき

ない債権を創造しうるとすることは妥当ではないことから、転付命令を得ることは可能であると

解される。

以上によれば、 CD はともに有効に債権を取得したことになる。 このように、債権の取得者が

複数人現れた場合、 その優劣はどのように決すればよいか。 467 条 2 項は、第三者対抗要件とし

て確定 H 付ある証書による通知あるいは承諾を要求しているが、本間のように、 CD ともに確定

日付ある証書による通知を有している場合には、その優劣は通知の到達時の先後で決するべきで

ある。 なぜなら、467 条 2 項の制度趣旨が、債務者に対する通知・承諾を債権者に義務づけるこ

とで、債権の帰属に関する情報を債務者に集約し、債務者を介してこれを公示させることにある

ことからすれば、 債務者の元に到達して初めてこのような機能を果たしうるといえるからであ

る。 また、到達時を基準とすれば、債務者にとって優劣が明瞭であるし、債権者が確定日付のみ

取得して通知を怠るという事態は生じにくくなる。

そうすると、AC間の譲渡はBの承諾によって譲渡時に遡って有効となるのであるから、Aが

BにしたCへの債権譲渡の通知と、Dによる転付命令の送達の先後で優劣が決せられることにな

り、 その結果、先に通知が到達したAが優先するように思える。 しかし、 116 条但書は遡及効に

よって第三者の権利を害することができないと定めている。 Dが転付命令を得た時点では、いま

だBによる承諾が行われておらず、Cの得た対抗要件は その時点では全く意味をなさないもので

あったにもかかわらず、 その後BがAC間の譲渡を承諾したために、遡及的にCの対抗要件が意
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入試H程C日程

2015年度愛知大学法科大学院入試間題集

出題科目名 民事訴訟法 出題者片野 三郎

1. 出題の意図

①小間(1)について

（ア）訴訟行為において錯誤などの意思表示に瑕疵がある場合、民法の意思表示の規定が類推適用さ

れうるかという間題がある。 訴訟上の和解も訴訟行為であることは、いうまでもないが、錯誤による訴

訟上の和解の無効主張が許されるかという間題は、訴訟J:の和解に既判力が認められるかという形で議

論されている。 小間(1)は、右問題を扱う者である。

肯定説は、既判力を肯定した上で訴訟J:の和解•取消しは、確定判決に対する再審事由に相当する事

由がある場合に限って、再審の訴えに準じて認める。

その理由として、①法 267 条は「確定判決と同一の効力」としており、文言と合致すること、②裁判

所の慎重な関与の下になされる限り、当事者のためにも裁判所にとっても和解の争訟処理機能の方を重

視すべきであること、および③かつて存在した放棄・認諾判決を廃止してそれらの調書に確定判決と同

ーの効力を付与し、その趣旨を訴訟J:の和解に及ぼした 367 条の沿革があげられる。

否定説は、既判力は否定すべきであるとし、その理由として、①当事者間の自主的紛争処理方式であ

る訴訟上の和解は、強制的終局的な紛争処理方式である判決とは異なること、②和解においては当事者

の意恩こそが「確定判決と同一の効力」の根拠であるから、意思表示の瑕疵の主張を再審事山該当の場

合に限定するのは妥当でないこと、 ③裁判所の関与は、和解要件についての形式的審査にとどまるのが

通常であり、瑕疵の存在については当事者双方に十分に攻撃防禦を尽くさせた上で審理判断するわけで

はないこと、および③和解には通常、判決主文に対応する部分がないから、既判力の生じる客観的範が

不明確になることがあげられる。

制限的既判力説は、既判力を肯定すべきである、しかし、再審事由に限らず、意思表示の瑕疵に基づ

＜既判力の覆滅を認めるべきであるとする。 理由として、①和解の効力は、調書への記載によって生じ、

裁判所は、記載を命じるにあたっては要件の具備を確認すること、②より緩やかな条件の下で既判力の

覆滅を認めるのであるから、憲法 32 条で保障される裁判を受ける権利が侵害されることはないこと、③

和解には、判決主文に相当する部分がないとの批判に対しては、そのようなおそれもあるが、確認条項

によって権利の存否及び内容が明らかにされている場合についてまで、既判力を否定する理由はないこ

とを指摘する。

判例は、制限的既判力説に立っている。

（イ）和解合意についての瑕疵の主張方法

既判力肯否の間題と救済方法とは論理的に直結する間題ではなく、政策的観点を踏まえた議論である。









2015年度愛知大学法科大学院入試問題集

入試日程 C日程 出題科目名 商法

1. 出題の意図

本間は、 株式譲渡に関する譲渡承認請求及び株主名簿の名義書換請求に関する基本的な理解

を問う問題である。

2. 設間1

設間1は、本件株主総会においてBが10 0株の株主として議決権行使をしようとした場合

に、 甲社がそれを拒みうるかを間う問題である。

まず、Eが自己の有する10 0株をBに譲渡して、甲社に譲渡承認請求したが、2週間を経

過しても甲社から承認するか否かの決定の通知がなかったのであるから、 譲渡承認をしたもの

とみなされる(14 5条1号）。

さらに、BはEの委任状を持参して甲社に株主名簿の名義書換請求を行っており、株式取得

者Bと株主名簿に記載されているEが共同して有効に名義書換請求を行ったものといえる(1

3 3条）。ところが、甲社がこの名義書換請求に応じておらず、不当拒絶をしている。名義書換

の不当拒絶の場合には、 名義書換前でも株主であることを会社に対して対抗できると解されて

いる（最判昭和41. 7. 28民集20巻6号12 5 1頁）。株主名簿の制度は、会社と株主と

の間を集団的・画ー的に処理する会社の便宜のための制度であるから、 名義書換の義務を怠っ

た会社がその不利益を株式譲受人に帰するのは信義則に反するからである。

したがって、本件株主総会においてBが10 0株の株主として議決権行使をしようとした場

合に、 甲社は拒み得ない。

3. 設間2

甲社代表取締役Aが、 本件株主総会で、Cに50株の株主として議決権行使させることはで

きるか。

平成2 7年1月5日、AはCに自己の保有する50株の株式を譲渡しているが、甲社取締役

に譲渡承認請求していない。 この場合に、 代表取締役A自ら、 甲社に対する関係で当該譲渡を

有効だと認め、 Cの議決権行使を認めることができるか。定款による株式譲渡制限の趣旨は会

社にとって好ましくない者が株式を取得して会社に入ってくることの防止にある。取締役会の

承認を要する旨の定款規定があれば、 取締役会の承認を得る必要がある。取締役会の承認がな

くとも株主全員の同意があるような場合には、 譲渡を有効と認めて良いが、 本件ではそのよう

な事情はない。したがって、 甲社代表取締役Aが 本件株主総会で、 Cに50株の株主として議

決権行使させることはできない。

4. 講評

会社との関係で譲渡が有効になるかという「譲渡承認」の間題と、自己が株主であることを

会社に対抗することができる「株主名簿の名義書換」 の間題は、 区別して論ずる必要がある。

まずは、 譲渡承認の間題を論じ、 次に株主名簿の名義書換について論ずべきである。

両者を混ぜて一緒に論じている人が散見された。
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